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デフレ不況から完全に脱却し、日本経済を成長路線に乗せると同時に、  

財政再建を果たすために必要な財政政策に関する提言〈Ver.2〉（概要） 

～思い切った財政出動を～ 

 
 

日本の未来を考える勉強会 
 

「日本の未来を考える勉強会」は、昨年 4 月以来、失われた 20 年を招いた経済政策に

ついて、先入観を持たずに、真に必要な経済政策を提言すべく議論を重ねてきた。昨年に

も提言を取りまとめたが、本年の骨太の方針を策定するにあたり、これからの日本に必

要な経済政策を、若手議員の立場で、日本の将来のために真剣に提言するものである。 

 
 

 

1. 現状認識 「経済成長なくして財政再建なし」 
アベノミクスは一定の成果を収めてはいるものの、デフレ完全脱却は果たされてい

ない。むしろ 4年前に断行された 2014 年増税の影響は未だ残存しており、再デフレ化

の危機に直面している。そもそもこれまでの日本は、少し経済環境が良くなったとこ

ろで消費増税や緊縮財政を行ってしまい、デフレからの脱却を果たせずにきた。今回

こそは同じ轍を踏んではならない。PB 黒字化は政府支出を削減すれば、すぐに達成で

きる。しかし、その結果、経済成長を損なうようでは本末転倒である。このままでは日

本の後進国化と財政悪化の同時進行は必定である。今や日本はアジアにおける経済大

国の座を完全に中国に奪われ、俄には埋めがたい巨大な格差が広がり続けている。さ

らに近い将来、一人当たり GDP は韓国にすら逆転されかねない状況にある。政権奪還

後 5 年以上経過したことを踏まえれば、このままデフレ完全脱却を果たすことができ

なければ自民党政権の信任にも関わる危機的状況であり、財政支出拡大等の可及的速

やかな抜本対策が必要不可欠である。 

 

 

2. 「骨太の方針」での「債務対 GDP 比の安定化」の第一目標化と PB 目標撤廃を検討すべき 

この状況打開には消費増税凍結と大規模財政出動によるデフレ完全脱却と経済再生

が不可欠だが、「骨太の方針」に PB 黒字化目標が不適切に明記される限り、それは不

可能である。ついては本年の「骨太の方針」では、財政規律の第一目標が世界標準であ

る「債務対 GDP 比の安定化」であることを明記する一方、日本だけが採用している「PB

黒字化目標」の撤廃を検討すべきである。なお、債務については、諸外国の定義を参照

しつつ、「純」債務の採用等を検討する。あわせて、PB の記述を考慮する場合には、で

きるだけ後ろ倒しにすべきであり、また、財政法第四条の理念に基づいて未来への投

資である公共事業を除外し、更に、教育・科学技術投資や防衛装備投資等を控除した

PB（建設国債のほかに教育投資国債、防衛装備投資国債の創設）の採用等を検討する。 
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3. 消費税増税の当面の「凍結」を検討。減税をも視野にいれた消費税のあり方の抜本的見直しを 

政府支出の財源については、デフレ完全脱却までは国債の積極活用が必須である。同

時に、いわゆる「新しい経済政策パッケージ」を含むあるべき社会保障等の持続的な

財源確保のために求められる「税収増」を達成するために、消費税については将来的

な減税も視野に、デフレ脱却までの間、当面「増税凍結」することを検討すべきであ

り、仮に増税するとしても、デフレ完全脱却、実質賃金上昇を果たした後に検討すべ

きである。 
 
 

4. 「2019 年経済危機」を乗り越えるためは 20～30 兆円規模の超大型対策を 
2019 年には「働き方改革」における残業代の縮小で最大 8.5 兆円の所得の圧縮や、

オリンピック特需の終焉に加えて、10％への消費増税が断行されれば 2019 年には大幅

な経済低迷圧力がかかることになる。これを乗り越えるために 20～30 兆円規模の超大

型対策を、実施することが必要である。 

 

 

5. 成長を効率的に促す「未来投資長期プラン」を策定し、18 年度から開始 
人口減少下の日本においても経済成長を効率的に促す生産性革命や地方創生、そし

て首都直下地震や南海トラフ地震等事前防災に対する国土強靭化、国際競争力の強化

に資するインフラ整備（新幹線、高速道路、港湾、都市鉄道など）や科学技術投資、教

育投資、防衛装備投資などの「未来投資事業」を合理的に進める「長期プラン」を策定

し、地方交付税増額も含めつつ、（19 年度危機対策もかねて）18 年度中から大規模か

つ持続的に推進する。 

 
 

6. 600 兆円経済実現を確実にするための「当初予算 3-4％ずつの拡充」を、PB 目標に代わ
る新たなフロー目標とすべし 

600 兆円経済を実現するために求められている 3－4％の名目成長率と歩調を合わせ

て、「当初予算」を 3－4％ずつ拡張することを PB 目標に代わる新たな「予算の上限制

約」、すなわちフロー目標とする。これを通して、補正予算も合わせて調整しながら、

政府と民間を合わせたトータルの（債務と貯蓄の）「収支」、すなわち「ネットの資金需

要」が GDP の 5％程度となる状態の持続を目指す。これが達成されれば米国の対日貿易

赤字も大きく縮小し、外交にも大きく貢献する。なお支出項目については、上記 5．の

長期プランを軸に据えつつ、歳出改革を継続しワイズスペンディングを更に拡充する。 

 
 

最後に、以上の提案は、常に積極財政を主張するものでなく、景気後退期には財政拡大を、

景気過熱期には緊縮財政をという、当然の方針を提案しているに過ぎない。したがってデフ

レ脱却後は、国債でなく税収を主体とした「中立的財政運用」を図ることを提案する。 
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デフレ不況から完全に脱却し、日本経済を成長路線に乗せると同時に、  

財政再建を果たすために必要な財政政策に関する提言〈Ver.2〉 

～思い切った財政出動を～ 
 

日本の未来を考える勉強会 
 
「日本の未来を考える勉強会」は、昨年四月以来、失われた 20 年を招いた経済政策について、先

入観を持たずに、真に必要な経済政策を提言すべく議論を重ねてきた。昨年にも提言を取りまとめた

が、本年の骨太の方針を策定するにあたり、これからの日本に必要な経済政策を、若手議員の立場で、

日本の将来のために真剣に提言するものである。 
 

 日本の国債残高の増大は、日本人に不安を与えているが、財務省のホームページに記載（外国格付

け会社宛て意見書）の通り、自国通貨建ての国債のデフォルト（債務不履行）は考えられないし、日

本は世界最大の債権国、経常黒字国であり、外貨準備高も世界第二位という盤石な経済基盤を持って

いる。財務省のプロパガンダによって多くの日本人が誤解しているが、日本は「世界最悪の債務国」

なのではなく、「世界最大の債権国」なのだ。日本経済のファンダメンタルズは、依然として世界最

高水準にある。 
 

これらのことを踏まえれば、必要以上に財政破綻を警戒して消費増税や緊縮財政を今すぐ行う必

要は全くない。この誤解が 20 年にわたる停滞を生み出した最大の原因である。我々は、この誤解か

ら逃れ、真に必要な財政政策を実施すべく、下記の政策を提案する。 

 

１．現状認識 「経済成長なくして財政再建なし」 

(1)  一定の成果を収めたアベノミクス。しかし、2014 年増税で再デフレ化の危機 

安倍内閣誕生以来、495 兆円（12年）だった名目 GDP が 42 兆円も増加して 537 兆円（16 年）に至るな

ど、アベノミクスは「静かな、しかし着実な成果」を収めている。しかし、2014 年の消費増税によって、

政府の「プライマリーバランス」を急激に改善して以降、消費、投資、賃金は大きく下落し、今日に至る

まで長期低迷の様相を呈しており、未だデフレ完全脱却にはほど遠い状況に置かれている。下の図のよう

に、増税以後、消費は縮小し、給与もデフレータも下落、民間投資も中小企業の景況も低迷している。す

なわち我が国は今、再デフレ化に直面している。政権奪還後 5 年以上経過してもなお、この状態のままで

は、自民党政権の信任に関わると危惧される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 1】名目成長率はわずか｢0.3｣ 【図２】最新のデフレータは「マイナス」 
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(2)  2014 年の増税で、かえって税収が低迷し，財政が悪化し始めている 

 このように経済が大きく冷え込み、下落してしまった結果、税収が冷え込む結果となった(図 7）。結果、

16 年には PB が逆に「悪化」する局面に入った(図 8）。そして、図 9 に示したように、増税前後の税収の

増加率を前提とすれば、「増税しない方がかえって税収が高くなっていた」可能性が想定される事態に陥

っている。 
 
 
 
 
  
 

 
 

【図７】増税後、総税収は鈍化。16 年には減少。  【図 8】増税後、税収が減ってＰＢは終に悪化 

 

 

 

 

 

 
 

 
【図 9】増税後、税収は低迷。今、増税しない方が 
                         総税収が高かった可能性がでてきている。 

【図３】増税以後、消費は大幅に縮小 【図４】給与所得も、増税後、下落 

【図５】中小企業の景況感は、増税後、ピタリと停滞 

【図６】増税で民間投資も低迷 
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(3)  97 年の消費増税以降、日本はデフレ化し、世界唯一の「衰退途上国」となった。 

2014 年の消費増税は、こうして経済を低迷させ、財政を悪化させ始めているが、その前の 1997年

の消費増税も、同様の帰結をもたらしている。その結果、我が国の成長率は著しく下落し、GDP は縮

小局面に入った。デフレ経済となったのである(図 10)。結果、税収が大きく落ち込み、赤字国債発行

額が一気に 20 兆円規模で拡大し、財政が激しく悪化(図 11)。つまり、消費増税によって、財政が悪

化したのである。アジア通貨危機がデフレの原因との声がしばしばあるが、その危機はとっくに終了

しており「失われた 20年」を説明できない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 その結果、日本経済は低迷し続けた。その低迷は、諸外国と比べるとその差は歴然（図 12）。今や日

本は世界唯一の「衰退途上国」となった。そして、中国には 2010 年前後に逆転されて以来、今や俄

には回復しがたい格差が付き、その差は拡大しつつある。そのために、極東における日本のプレゼン

スは急落し、尖閣諸島問題を始めとした様々な地政学的問題が深刻化しつつある(図 13)。更には、こ

のままの状況が継続すれば、一人当たり GDP は近い将来に韓国にすら逆転されかねない状況にある。 
図 14の過去 20年間の名目成長率の世界ランキングに着目すると、世界が平均で 139％も成長して

いる中、我が国だけが 20％も衰退。つまり日本は今や、断トツの世界最下位の成長率の国になってし

まっているのである。 

2012 年から始まったアベノミクスは、この日本の「衰退」を食い止め、成長を通して財政を健全化

させるための試みなのだが、14年の消費増税によって、再び経済は低迷し、未だ、成功には至ってい

ないのが現状である。 

 

  

 

 

 

 

 

 

【図 11】97 年増税後、赤字国債が一気に拡大 【図 10】名目 GDP は、97 年増税で縮小局面へ 

【図 12】衰退途上国なのは、日本だけ 

【図 13】日本の経済シェアは一気に縮小 
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(4) 「PB 改善」が、デフレを導き、持続させている 

日本のデフレ化を導いたのは、直接には「消費増税」であるが、より厳密に言うなら、「政府の PB赤

字」を「急激に縮小＝改善」させたことが原因である。図 15 に示したように、安倍内閣は 2015 年ま

でに 16 兆円も PB を改善している。これは、マーケットから 16兆円の民間マネーを「吸い上げた」こ

とを意味している。この 16 兆円のマネーの吸い上げによって経済が低迷し(図 1～6）、2016 年には税

収が「減少」する〈そして PBも悪化する(図 7～8)〉という事態になっている。 

そもそも経済は、「企業」か「政府」のいずれかが「借金」を拡大して支出を拡大しなければ成長し

ない。したがって、「企業と政府の借金の合計がプラス」＝「企業と政府の貯蓄の合計がマイナス」（フ

ロー）になってはじめて、経済は成長する。この「企業と政府の貯蓄の合計」（＝ネットの資金需要と

も言われる：図 16 の茶色部分）が現在、非常に低い水準となっている。これが少なくとも GDP の 5％程

度の水準に達することを目指し、政府支出を拡大（PB赤字を拡大）することが不可欠である。 
  

 

【図 14】1995 年～2015 年までの 20 年間名目 GDP 成長率ランキング 
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一般政府収支

企業貯蓄率 弱い

強い

復興＋

アベノミクス

復活が

必要

【図 15】16 兆円も PB を改善した安倍内閣 

（※ この翌年の 16 年は景気低迷のあおりを受けてＰＢは悪化）

【図 16】PB 改善により資金需要が低迷している 
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２．「骨太の方針」での「債務対 GDP 比の安定化」の第一目標化と PB 目標撤廃を検討すべき 

このように、97 年と 14年の消費増税を主たる理由として、「政府の資金需要」が冷え込んだことを

通して、今、日本経済は長期低迷に陥り、世界唯一の「衰退途上国」として、衰弱し続ける顛末に至

っている(図 14)。 

では、なぜここまで政府の資金需要が低迷する事態となったのかと言えば、いわゆる「緊縮主義」

(austerity)という思想に基づく「2020 年 PB 黒字化目標」という目標が、2010 年に菅直人政権によっ

て閣議決定され、それが安倍内閣にも継承されてきたからである。 

この「PB目標」が掲げられている限り、PB赤字という「政府の資金需要」は拡大するどころか「縮

減」される。事実、この規律故に、安倍内閣は 16兆円の PB赤字の「改善」を強いられ、政府の資金

需要が縮小し、結果として、デフレは持続し、国民生活が貧窮化すると同時に財政も悪化した。 

この現状認識を踏まえるなら、「成長なくして財政再建なし」を基本戦略に掲げる安倍内閣は、本

年 6 月に予定されている「骨太の方針」において、PB 黒字化目標を設置すること自体を、少なくとも

デフレ完全脱却が確認されるまで凍結することが必要である。 

 一方、「財政規律」の中心に据えられるべきものは、「債務対 GDP 比の安定化」をおいて他にない。

そもそも、「債務対 GDP 比の安定化」は、これまでの G7や G20 で繰り返し、財政規律の最終目標とす

べきものとして提示され続けてきた「世界標準」の規律である。しかも、過去の実績において、PBが

改善しても、債務対 GDP 比は改善するとは限らない。「PBが改善した年の内、債務対 GDP 比が改善し

た年は、わずかに半分以下(45%）」なのである(図 17)。なぜなら、PB が悪化しても、成長率が高かっ

たり金利が低かったりすれば債務対 GDP 比は改善し得るからである。 

 だから、「債務対 GDP 比の安定化」を図るために 

は、必ずしも PB 改善に過剰にこだわらず、政府支

出の拡大を通して内需拡大を図り、GDP を拡大さ

せ、その結果として債務対 GDP 比が着実に改善し

ていく状況を創出することが必要なのである。こ

れこそ、「経済再生と財政再建の二兎を追う」ため

の唯一の現実的アプローチである。 

なお、債務対 GDP 比における「債務」について

は、諸外国の定義を参照しつつ、「純」債務の採用 

等を検討するなど、その定義を見直すことが必要である。 

あわせて万一 PB を「骨太の方針」の中で考慮する場合においては、経済を確実に低迷させる「急ぎ

すぎた目標年次」を設定することの回避は必要不可欠である。目標年次を 2027 年より前倒しにする

ことは考えるべきではない。同時に、財政法第 4条の理念に基づき、生産性向上、地方創生、事前防

災など未来への投資である公共事業はもちろん、教育・科学技術投資、防衛装備投資等を控除した PB

の採用等を検討するなど、PB の定義を見直していくことも必要である。同時に建設国債のほかに教育

投資国債、防衛装備投資国債を創設し、活用していくことを検討すべきである。 

【図 17】1981 年以降の「PB 改善」と「債務対 GDP 
比の改善」との関係。両者は無相関である。 
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３．消費税増税の当面の「凍結」を検討。減税をも視野に入れた消費税のあり方の抜本的見直しを 

以上の「債務対 GDP 比」を軸とした財政規律の考え方に基づくと、財政再建のために必要なのは、

「成長率の確保」であることが分かる。なぜなら、成長率が確保されれば… 
 

 

第一に、債務対 GDP 比の「分母が拡大」し、財政が改善する 

 

第二に、成長率が確保されれば、一定のタイムラグを伴って税収が増え、 

債務対 GDP 比の「分子が縮小」し、財政が改善する 
 

 

からである。一方で、既に図 1～11 に示したように、消費増税は（十分な対策不在のまま実効すれば）、

成長率を鈍化させる圧倒的な影響力を持つ。 

とりわけ、次の「10％」への増税は、消費者の税額の計算が圧倒的に容易となるため、これまでの

増税よりもより大きなインパクトを持つことが、消費者心理学分析から学術的実証的に明らかにされ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

したがって、図 7～11 に示したように、19 年の 10％への消費増税は、税収を縮小させ、かえって

財政を悪化させるリスクが大きい。 

それゆえ、十分な社会保障や様々な成長のための未来投資のために求められる「税収増」を達成す

るためには、消費税の「増税凍結」、場合によっては「減税」すら視野に収めながら、その在り方を抜

本に的に見直すことが必要である。 

 
 

・複数の「増税率」「増税後の税率」を組み合
わせた条件を作り、消費行動についての心
理実験を行った。 

 
・得られた結果を統計処理し、４％、7％、10％

のそれぞれになった場合の「消費意欲の低
減」を推計。すると、10％になると、消費
意欲が極端に低下することが分かった。 

【図 18】増税心理実験の結果。「10％」になると、 
極端に消費意欲が低下する。 
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４．「2019 年経済危機」を乗り越えるためは 20～30 兆円規模の超大型対策を 
こうした懸念にも関わらず、消費増税が断行されれば、19年には大きな経済危機を迎えることは避

けられない。しかも、2019 年には「働き方改革」における残業代の縮小で最大 8.5 兆円の所得の圧縮

や、オリンピック特需の終焉も生ずる。これらを踏まえれば、2019 年は、内需が急速に縮小し、災禍

とも呼ぶべき「巨大な経済の崖」が生ずることが懸念される。 
この「経済の崖」対策としては、次の二つが必要である。 

 

〈対策 1〉崖を「埋める」（総計 10～20 兆円規模） 

消費増税「直後」の需要不足を埋めるべく、徹底的に財政拡大。 

（補正予算、当初予算、当初予算・特別枠、前倒し執行等を駆使） 

（2014 年の経験を踏まえ「特に冷え込む消費」を特定し徹底対策） 

 

〈対策 2〉「崖」をできるだけ小さくする（毎年数兆円規模） 

消費増税「前」から、数カ年の「長期投資計画」を立てて、着実に執行。 

（当初予算、当初予算「特別枠」、前倒し執行などを活用） 

 

なお、これら対策が不十分にしかできないことが危惧されるなら、やはり、消費増税は延期・凍結

が必須である。さもなければ、深刻な再デフレ化は避けられない。 

 

 

５．成長を効率的に促す「未来投資事業」の「長期プラン」を策定し、18 年度から開始。 

 「成長」を目指した「政府支出の拡大」を図るにおいて何よりも重要なのが、「ワイズスペンディ

ング」である。より効果的に成長を促す項目に重点的に予算を充当していく姿勢が不可欠である。 
 とりわけ、4．に述べた「経済の崖」対策を効果的に行うためにも、同様のワイズスペンディングが

不可欠である。 
 具体的には次のような「未来投資」事業についての「長期プラン」を、全省庁の知力を結集して策

定し、18年度から速やかに開始する。 
 
① 科学技術・教育への「未来投資」の長期プラン策定とその推進、環境整備 

‐量子コンピュータ技術開発投資 
‐ILC（国際リニアコライダー）投資 
‐民間の研究技術開発/ICT 更新投資を誘発する税制/補助金の策定   
‐大学・研究機関における「長期研究」を促す運営費交付金増額等の長期財政支援  等 
 

②「地方創生・国土強靭化」についての長期プラン策定とその推進、環境整備 
‐現状の国土強靭化基本計画および地方計画の加速、巨大地震対策 
‐｢国土構造分散化」のための、地方の交通アクセシビリティ向上投資の長期プランの 

策定と実施(効果的な新幹線、高速道路、港湾投資） 
‐｢国土構造分散化」の民間投資を支援する税制･補助金の策定 
‐｢民間強靭化投資」を促す税制･補助金の策定  等 
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③ 「民間長期投資」促進プランの構築 
‐働き方改革、生産性革命等のための長期投資や、賃上げを支援する補助金や税制、制度

の支援（法人税、および金融所得税等の） 
‐長期投資を阻害せず、長期投資・賃上げを促すコーポレートガバナンス等の環境整備を

促す 等  
 

④  国民と国土の安全を確保する防衛体制の整備 

   ‐人員及び装備の長期的整備 
 

 

６．600 兆円経済実現を確実にするための「当初予算 3-4％ずつの拡充」を、PB 目標に代わ
る新たなフロー目標とすべし 
 
G7 をはじめとした先進諸外国は、上述の債務対 GDP 比の安定化という「ストック目標」に加えて、

構造的財政収支などについての「フロー目標」を掲げている。我が国は、そのフロー目標について、

PB 黒字化目標を掲げてきたのだが、これが我が国のデフレを継続させ、財政を悪化させていることは

先に指摘した通りだ。 

しかし、上記の債務対 GDP 比の安定化というストック目標を軸としながらも、毎年の予算策定にあ

たって PB黒字化に変わる新しい「フロー目標」を設定することも考えられる。 

この点については、政府が掲げる 600 兆円経済の実現を阻むものであってはならない。この点を勘

案したとき、600兆円経済を実現するために求められている、3－4％の名目成長率と歩調を合わせて、

「当初予算」を 3－4％ずつ、つまり、毎年 2～3兆円ずつの拡張を「上限」とする、というフロー目

標を掲げることが得策である。 

なお、デフレ脱却までの間は、GDP の 4分の 3を占める民間の需要の成長率が 3－4％以下の水準と

なると見込まれるため、その状況下では補正予算で政府支出を拡大調整し、全体の名目成長率が 3－

4％以上となるように調整することが必要である。なお、それだけの名目成長を確保するためには、

政府と民間を合わせたトータルの（債務と貯蓄の）「収支」、すなわち「ネットの資金需要」が GDP の

5％程度となる状態を持続することが必要である。 
また、こうした政府支出の「量」の議論に加えて、その内実を改善する「質」の議論が必要である

ことは論を待たない。ついては、こうした「量」の議論に加えて、政府がこれまで進めてきた歳出改

革をさらに継続し、ワイズスペンディングをさらに拡充していくこともまた必要である。 
 

 

最後に、我々は、如何なる状況においても積極財政を図るべきと主張しているのでは決してない、と

いう点を強調したい。我々は、景気後退期には財政拡大をするべきであり、景気過熱期には緊縮財政をす

るべきであるという、極めて当然の施策を実行することを提案しているに過ぎない。したがって、デフレ

脱却後には、国債発行を主体とした積極財政から、税収を主体とした「中立的」な財政運用へと転換す

る、という「出口戦略」を財政政策において採用すべきだと、主張するものである。もちろん、その時に

過剰な緊縮財政を図れば、再びデフレ化する懸念が生ずる。こうした諸点を踏まえつつ、デフレ脱却後に

おいては、積極的でも消極的でも無い「中立的財政運用」を通して、安定的な財政運営と持続的な経済

成長を実現していくことが不可欠なのである。 
以 上 


